 （別紙様式第２号）（団体用）

持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画（新規・再認定・変更）

（目標：令和　　年度）

１　団体申請者一覧表
	番号
	氏　名
	住　所
	区　分
	生産方式の番号※

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	

	１５
	
	
	
	


注１　区分欄には、新規、再認定、変更の別を記入すること。

　２　部会の中で導入する生産方式が複数に及ぶ場合は、次頁「２申請団体生産方式の内容」で作成した生産方式の番号を記入すること。
２　申請団体生産方式の内容　　　　　　　　　　　生産方式の番号　　　　　　　　※
（※部会の中で導入する生産方式が複数に及ぶ場合は、生産方式ごとに作成し、生産方式の番号を記入すること。）
・該当する技術の項目□にチェックを入れ、必要事項を記入すること。

	作物名：
	前計画の目標
（再認定の場合）
	現状
	目　標
（５年後）

	収　量
	kg/10a
	kg/10a
	kg/10a

	有機質資材施用技術

	
	・堆肥等有機物施用
　　施用資材名、施用量
    窒素投入量
	□
(　　 　　t/10a）
(　　　kgN/10a)
	□
(　　 　　t/10a）
(　　　kgN/10a)
	□
(　　 　　t/10a）
(　　　kgN/10a)

	
	・緑肥作物利用
　　施用資材名、施用量
    窒素投入量
	□
( 　 　 　t/10a）
(　　　kgN/10a)
	□
( 　 　 　t/10a）
(　　　kgN/10a)
	□
(　  　 　t/10a）
(　　　kgN/10a)

	化学肥料低減技術

	
	・局所施肥
	□ 
	□
	□

	
	・肥効調節型肥料施用
	□
	□
	□

	
	・有機質肥料施用
	□
	□
	□

	
	eq \o\ad(１作あたりの化学肥料,　　　　　　　　　　　　　)
eq \o\ad(の窒素成分量,　　　　　　　　　　　　　)
	kgN/10a
	※１
kgN/10a
	※２
kgN/10a

	化学農薬低減技術                                      　

	
	・温湯種子消毒
	□
	□
	□

	
	・機械除草
	□
	□
	□

	
	・除草用動物利用
	□
	□
	□

	
	・生物農薬利用
	□
	□
	□

	
	・対抗植物利用
	□
	□
	□

	
	・抵抗性品種栽培･台木利用
	□
	□
	□

	
	・天然物質由来農薬利用
	□
	□
	□

	
	・土壌還元消毒
	□
	□
	□

	
	・熱利用土壌消毒
	□
	□
	□

	
	・光利用
	□
	□
	□

	
	・被覆栽培
	□
	□
	□

	
	・フェロモン剤利用
	□
	□
	□

	
	・マルチ栽培
	□
	□
	□

	
	eq \o\ad(１作あたりの化学農薬,　　　　　　　　　　　　　)
eq \o\ad(成分使用回数,　　　　　　　　　　　　　)
	回
	※３
回
	※４

回


注１　「収量」については、「現状」に過去５年間における収量の平均を記入し、「目標」に生産方式の導入による収量の目標を記入すること。
２　「有機質資材施用技術」、「化学肥料低減技術」及び「化学農薬低減技術」は、それぞれ、法第２条第１号、第２号及び第３号に規定する技術をいう。
３　「有機質資材施用技術」は、堆肥等の資材名、施用量、窒素投入量を記入すること。
４　「化学肥料低減技術」は、参考様式２－１に導入する技術の具体的な内容、施用する肥料等を記入する。また、１作当たりの化学肥料由来の窒素成分量を算出して、※１、２に記入すること。 
５　「化学農薬低減技術」は、参考様式２－２に導入する技術の具体的な内容、使用する化学農薬等を記入する。また、１作当たりの農薬の成分使用回数を算出し、※３、４に記入すること。
［添付資料］

１　導入計画書（様式第２－１号）

２　持続性の高い農業生産方式を導入する作物を栽培するほ場の土壌診断結果

　　（代表的なほ場、土質が違う場合は数点）

３　栽培暦もしくは栽培指針等

４  規約
（別紙様式第２－１号）（団体申請者用） 
持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画（新規・再認定・変更）
（目標：令和　年度）
住　　所〒

氏　　名
　　　　　　　　　　
生年月日
申請団体である○○部会に、申請を委任します。

　また、導入計画の認定に係る手続きにおいて、岡山県が取得した私の個人情報を農地を管轄する市町村長に提供することについて同意します。
１　持続性の高い農業生産方式の導入に関する目標
（１）農業経営の概況
	経 営 面 積
	ａ

	労　働　力
	農業従事者　　　　人


 注　「経営面積」には、借入地面積及び受託地面積を含む。
（２）作物別生産方式導入計画 
	
	前計画の目標
（再認定の場合）
	１年目
（　　年）
	目標
（　　年）
	備考

	作物名
	
	導入面積
	ａ
	ａ
	ａ
	

	
	
	全作付面積
	ａ
	ａ
	ａ
	


注１　「１年目」は生産方式を導入する初年、「目標」は５年後とすること。
２　「生産方式導入作物」の上段には、導入しようとする農業生産方式に係る農作物の作付面積を記入し、下段には、当該農作物と同じ種類の農作物の作付面積の合計を記入すること。
３　　備考欄には、農地の所在する市町村名を記入すること。
（３）導入する生産方式の内容
　　番号　　　　　　　　　　
注　部会の中で導入する生産方式が複数に及ぶ場合は、団体申請者が導入する生産方式の番号を記入すること。

（４）農業所得の目標
	
	前計画の目標
（再認定の場合）
	現　状
	目　標

	生産方式導入作物
	千円
	千円
	千円


注１  導入作物の農業所得について、販売額から当該生産に要した経費を差し引いた額を記入すること。

２　１の目標を達成するために必要な事項 
	（１）今後導入予定の機械の整備について

（２）今後導入予定の施設の整備について

（３）新たに機械・施設を導入する場合の資金調達計画について

（４）その他



注１　目標の達成のために機械・施設の整備、資金調達・経営上必要な措置等が必要な場合はその内容を記入すること。
   ２　生産方式の内容について、特記事項があれば記入すること。
３　導入しようとする農業生産方式に係る農作物の作付面積の実績が目標を達成していない場合は、具体的に原因を記入する。(再認定の場合のみ)
	


